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ネシア人の講師の組み合わせにより、日本の耐震技術を
伝えるとともに、それを地元社会に適した形に「翻訳J
して伝えることが可能となっていた。
4.2.4.支援団体D
支援団体Dは、分村長が執務する分村事務所を建築し
て地元住民に供与した。支援団体Dの支援事業の特徴は、
供与した分村事務所が別の目的に転用されることを容認
していることである。
日本の建築技術を示す目的で建てられた分村事務所
は、支援団体Dが設計・建築を主導し、どの分村でも同
じ形の事務所が建てられており、建築に際して地元社会
の事情はほとんど考慮されていない。しかし、地元住民
に引き渡された後では、分村事務所の壁が村の掲示板代
わりに使われたり軒下に喫茶店が矯築されたりするなど、
地元の事情に応じて自由に使われている。
地元住民が自分たちの都合に合わせて使うことを禁
じる策を講じるのではなく、供与された地元住民が自分
たちにとって都合のよいように利用できるような形で引
き渡した。供与したものの用途を限定しないことで、社
会の流動性の高さに対応しようとしたものである。
5.結び一流動性の高い社会における情報伝達と意思決定
以上、 4つの支援団体の活動をごく簡単に紹介した。
これらに見られるように、日本の人道支援団体は現場で
さまさ守まな工夫を行っている。ボランティア社会化や社
会的流動性の高さに対応している団体もあれば、日本の
技術をうまく「翻訳」して現地社会に伝えようとする工
夫も見られた。
流動性の高い社会においては、ある「場」に居合わせ
た人びとは共通の知識や経験を持たず、しかも人びとの
出入りが激しいことを前提とする必要がある。そのよう
な社会の災害対応においては、情報を迅速に伝達するこ
と、そして意思決定を行う技術を高めることの 2つが重
要である。本稿ではインドネシアの事例をもとに検討し
たが、本稿の議論は他のアジア諸国にも適用可能だろう。
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